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要 約 

本論文では石川県の震度情報ネットワークなどの記録を用いて、観測点ごとの計測震度と最大加

速度の地盤増幅度を評価した。各観測点の最大加速度と計測震度の地盤増幅度を比較したところ、

両者に相関が見られた。また、最大加速度の地盤増幅度が小さい地点でも地盤の卓越周期が長い

場合は震度増幅度が大きい傾向にあった。続いて、震度増幅度が最大加速度増幅度と地盤の卓越

周期の関数として表わされると仮定し、回帰分析によって、それぞれの震度増幅度への影響度を

調べた。その結果、最大加速度増幅度が地盤の卓越周期に比べて、震度増幅度との相関が高いこ

とが明らかになった。 
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1． 序論 

  
1995年の兵庫県南部地震以降、気象庁や自治体、独立行政法人 防災科技術研究所などの公的機関や東京ガ

スなどの民間企業によって、地震観測網が整備されてきた1)～4)。公的機関による観測網において各都道府県の

市町村に設置されている震度計が全体の計器の大半を占めており、市町村の震度計や気象庁の地震計などで

構成されている震度情報ネットワークによる地震動情報は被害状況の把握などに利用されている。このよう

なことから、対象とする都道府県全域の地震被害予測や地震動予測を行なう上で、市町村の計器で記録され

た地震動データを解析することは非常に重要であり、観測点の地盤特性の評価などに関する研究が実施され

ている5)～7)。しかし、気象庁やK-NET、KiK-netの地震記録を対象にした研究8)～11)に比べて検討事例が少ない

のが実情である。その要因の一つとして地震波形データの回収の際に様々な問題点があることが考えられる。

そもそも、震度情報ネットワークは地震発生時に自治体での初動体制を整えるために都道府県に震度情報を
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送信することを主たる目的としていたので、研究用としての配慮がなされていない場合が多い12)。そのため、

地震波形データを保存するシステムが確立されていない、あるいは回収に煩雑な手続きを要するという問題

点がある。近年は大都市圏で自治体や他機関の計器で記録された地震波形を収集するシステムが構築されて

おり13)、観測された記録に基づいて地震動特性の評価が行われている14)。しかし、地方ではそのようなシステ

ムの整備が十分に進んでいない。2000年鳥取県西部地震や2004年新潟県中越地震のように、大都市圏以外の

地域で大きな被害地震が発生していることを考えると、地方の自治体でも各市町村で得られた地震データを

可能な限り収集し、検討を行うことによって、地震防災に有効活用する必要があると考えられる。 
そこで本論文では石川県の震度情報ネットワークやK-NET、KiK-netで観測された記録を用いて各観測点の

地盤増幅特性の検討を行った。震度情報ネットワークでは地震波形の回収は困難な状況にあるが、地震防災

対策や耐震設計において基礎的資料となる最大加速度、計測震度のデータは記録されている。ここではこれ

らの 2 つの地震動指標の地盤増幅度を評価した。最大加速度と計測震度の地盤増幅度の評価は森本・富樫断

層帯15)や砺波平野断層帯・呉羽山断層帯16)のように全国的に見て地震発生確率の高い断層帯による地震動予測

を行う上でも、有効な資料になると考えられる。    
また、地震動の周期特性が構造物の被害に密接に関係していること17)から、最大加速度と計測震度の地盤増

幅度の評価を被害予測に活用するためには周期領域での地盤増幅特性と最大加速度などの地盤増幅度との関

係を把握する必要がある。本論文では短周期の地震波の影響を受けやすい最大加速度の地盤増幅度や地盤の

卓越周期をある周期帯の地盤増幅特性を表わす指標として用い、それらと計測震度の地盤増幅度の相関を検

証することにより、地震動において計測震度の地盤増幅度に影響を及ぼしやすい周期帯を調べた。 

 
2． 解析データ 

 
2．1 震度情報ネットワークの概要 

 1995年の兵庫県南部地震を契機として、地震発生時の初動体制を整えるために震度情報を迅速に収集する

必要性が指摘され、当時の自治省消防庁によって全国の市町村単位で設置した震度計から成り立っているネ

ットワークシステム（震度情報ネットワーク）が構築された。ネットワーク構築に当たって、計測震度計、

加速度計が設置されていない市町村では消防庁によって新たに計測震度計が設置された。地震時に市町村、

気象庁、K-NET観測点で記録された計測震度や最大加速度などの情報は各都道府県庁に収集されるとともに、

各都道府県で収集されたデータは消防庁に送られ、さらに他の都道府県にフィードバックされるシステムと

なっている18)。  
 石川県の震度情報ネットワークは平成9年5月から運用されており、各市町村に設置されている震度計27台、

気象庁地震計5台、K-NET地震計9台から得られた計測震度、最大加速度（時刻歴波形上で3成分をベクトル合

成した際の最大値）を収集している。ただし、市町村に設置されている震度計の台数は市町村合併が行われ

る以前の段階のものである。また、平成12年4月からは地震被害緊急推定システムに接続し、集めた震度情報

を基に自動的に被害推定を行うようになっている。 
 
2．2 解析対象とした観測点と地震記録 

解析には石川県の震度情報ネットワークの観測点で得られた記録以外にも情報ネットワークに属していな

いK-NET観測点やKiK-net観測点の記録を用いた。また、石川県以外の地域で発生した地震も解析の対象とす

るので、福井、富山、岐阜県にある一部の観測点の記録も用いた。対象とした地点は震度情報ネットワーク

で利用されている38地点と、K-NET、KiK-net観測点からなる72地点である（図1）。これらの観測点では3つ以

上の地震記録が得られている。なお、観測された最大加速度は1～548cm/s2、計測震度は0.1～4.7であった。観

測記録のなかには地盤の非線形化が生じる可能性がある大きな振幅の記録が含まれているが、そのような記
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録の数は少なかったので、その際の地盤増幅度を独立に扱わなかった。 
対象とした地震は2000～2005年に石川県近傍で発生した地震である。地震を選定する際には地震のタイプ

による震源特性、伝播経路特性の違いを可能な限り避けるために、震源深さが概ね20km以内の地殻内地震の

記録を用いた。また、2000年の鳥取県西部地震と2004年新潟県中越地震などのような地震では今回対象とす

る観測点の大半で震源距離が200kmを超えており、地震記録において表面波が卓越している可能性があるので

検討に用いなかった。対象とした地震の諸元を表1、震央位置を図2に示す。これらの地震の気象庁マグニチ

ュードMJMAは3.6～6.1、震源深さは1～24kmである。 
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図1 対象とした観測点の分布                     図2 地震の震央位置 
 

3． 解析手法 

 
19)地盤増幅度は工学的基盤のような揺れの小さい地点を基準として評価することが多い 。著者らは石川県

の震度情報ネットワークの観測点を対象にして、各地点における計測震度の地盤増幅度の傾向を調べたとこ

ろ、K-NET観測点の白峰（観測点コードISK013）の揺れが相対的に小さいことを明らかにした20)。この結果

に基づき、白峰を地盤増幅度算出の際の基準点とした。白峰で観測された加速度の時刻歴波形を用いて重複

反射理論21)によって工学的基盤相当の層（S波速度が670m/sの層）における加速度波形を求めた。地盤材料に

よる減衰はS波に関するQ値（QS）によって考慮した。周波数依存性を考えずQS=Vs/15という関係式22)からQSを

求めた。得られた波形から最大加速度と計測震度を求め、この地点を基準とした相対的な地盤増幅度を評価

する。ただし、重複反射理論で求める加速度波形は水平2成分であるので、最大加速度と計測震度は3成分か

ら求めた値に補正する必要がある。そこで、地表で得られたデータから最大加速度の水平成分合成値と3成 
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表 1 地盤増幅度算出の際に対象とした地震の諸元 

 

緯度     

（° N） 

経度     

（° E） 

震源深さ

（km） 
観測点数 No. 発生年月日 MJMA

1 2000/1/10 3.6 36.25 136.30 11 14 

2 2000/3/24 4.0 35.90 136.76 10 18 

3 2000/6/7 6.1 36.84 135.55 22 59 

4 2000/6/12 3.9 36.85 135.55 5 15 

5 2000/6/13 4.3 36.81 135.58 20 37 

6 2000/6/22 4.6 36.84 135.52 13 50 

7 2001/1/22 3.8 37.20 136.79 18 22 

8 2001/4/6 4.2 36.88 135.54 13 16 

9 2001/4/14 3.6 37.05 137.10 18 23 

10 2001/6/13 4.4 36.80 135.60 20 56 

11 2002/4/22 3.7 36.39 136.83 11 28 

12 2002/8/18 4.5 36.13 136.18 11 46 

13 2002/9/8 3.9 35.97 136.57 10 17 

14 2002/11/15 3.7 36.31 136.68 8 17 

15 2002/11/17 4.5 36.30 136.67 8 57 

16 2003/2/11 4.0 36.06 136.34 6 25 

17 2003/2/22 4.0 36.49 136.32 17 14 

18 2003/6/5 4.2 36.27 136.31 12 37 

19 2003/10/12 4.7 36.85 135.64 24 19 

20 2004/10/5 4.8 35.93 136.38 12 36 

21 2005/10/3 4.5 36.15 136.76 1 11 

 
分合成値の関係式を求め、水平2成分から評価した最大加速度と計測震度を3成分から評価した値に換算した。

関係式を構築する際には十分なデータ数を確保するために、表1に含まれていない地震も対象とした。追加し

た記録は1997～2005年に発生した地震（MJMAは3.4～4.8、震源深さは8～20km）で得られたものであり、観測

された最大加速度、計測震度はそれぞれ5～37 cm/s2、0.1～2.0であった。最大加速度、計測震度の水平2成分

合成値と3成分合成値の関係を図3に示す。それぞれの場合の関係式は次のようになった。 
 

（1） 1.0024 HPGA PGA=
（2） 

21.016JMAI I=
 

PGAは3成分を合成して求めた最大加速度、PGAHは水平2成分を合成して求めた最大加速度である。また、I2は

水平2成分から計算した計測震度，IJMAは3成分から計算した気象庁計測震度である。 
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図 3 水平 2 成分と 3 成分から求めた地震動強さ指標の関係 

 

各地点の地盤増幅度は距離減衰式を二段階回帰分析23)によって求めることによって算出した。最大加速度の

距離減衰式は代表的な研究である福島・田中24)や司・翠川25)と同タイプのものとした。計測震度については著

者ら25)が先に関東地方を対象に求めた距離減衰式と比較するために、その距離減衰式と同タイプのものを用い

た。最大加速度と計測震度が次式のような係数の和から成り立っていると仮定した上で係数を評価した。 
     

   （3） 
 

   （4） 
 

   （5） 
 

PGAijとIijはそれぞれi地震におけるj観測点の最大加速度と計測震度である。Siはi地震の震源特性を表す係数

（震源係数）、Rijはi地震におけるj観測点の震源距離（km）、bは距離減衰を表す係数（距離係数）、gkはk観
測点の地盤増幅特性を表す係数(地盤係数)である。添え字A、Iはそれぞれ、最大加速度と計測震度に対応して

いる。δkjはクロネッカーのデルタであり、k＝jの場合は 1、それ以外では 0 である。式（3）、（4）の右辺第

2 項は常用対数である。解析対象とした地震記録をもとに式（3）、（4）の係数を求める。係数を求める際に

基準観測点である白峰のgkを 0 に固定した。よって、得られる各地点の地盤係数gkは工学的基盤を基準とした

場合の値となる。一段階目で得られた震源係数Siを二段階目で式（5）のような気象庁マグニチュードMJMAと

の関係式として求める。なお、回帰分析の二段階目においてデータ数に応じて重み付けを行っている研究例え

ば 25)もあるが、本研究では重み付けを行わなかった。 
 
4． 解析結果 

 
4．1 回帰分析の結果 

 解析の結果、得られた回帰係数、及び、標準偏差σは表 2 のようになった。表中のσrは地震内偏差、σeは地
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震間偏差を示している。地盤係数については次節で説明する。まず、距離係数について検証する。既往の研

究25)によると最大加速度の距離係数は-0.002～0.005 程度であるので、本論文で得られた係数（-0.0046）は妥

当な値と言える。計測震度の係数は同タイプの距離減衰モデルを用いている西川他26)や神田他27)の結果（それ

ぞれ-4.49、-4.70）に比べて小さい。次に震源係数Siを既往の研究による結果と比較した（図 4）。既往の研究

結果との比較には最大加速度については本論文と同じようにSiを気象庁マグニチュードの関数で表した福

島・田中24)の研究結果を用い、計測震度については西川他26)や神田他27)の結果を用いた。最大加速度の震源係

数Siについては本論文と福島・田中24)による直線に大きな違いは見られない。一方、計測震度の場合は本論文

の結果が西川他26)や神田他27)の結果に比べて、かなり小さい。これまでの研究で地震のタイプや震源深さの違

いによって震源係数や距離係数に違いが見られることが指摘されている25)、28)。本論文で距離減衰式の構築の

際に対象とした地震は地殻内で発生した地震であるのに対して、既往の計測震度の距離減衰式26)、27)に関する

研究で対象とした地震の多くはプレート境界地震やプレート内地震である。このような本論文と既往研究で

対象とした地震のタイプの違いなどが計測震度の距離減衰式の係数の差異に影響を及ぼしたと推測される。 
続いて、距離減衰式による予測値と観測値の適合度を検証する。本論文で得られた標準偏差σは最大加速度、

計測震度でそれぞれ0.332、0.589であった。解析に用いたデータ数などが異なるので単純に比較することはで

きないが、既往の研究結果25)、29)の標準偏差（最大加速度では0.2～0.3程度、計測震度では0.5程度）と比べて

大きな違いはない。次に距離減衰式による予測値と観測値の対応を見た。図5に2000年6月7日に発生した地震

（MJMA＝6.1）と2002年8月18日に発生した地震（MJMA＝4.5）の観測値と本論文で得られた距離減衰曲線の関

係を示す。本論文で求めた距離減衰曲線として、回帰分析の1段階目で得られた震源係数Siを直接用いた曲線

と式（5）からS を計算した曲線の2つを比較に用いた。便宜上、前者を曲線1、後者を曲線2と呼ぶ。観測値 i

 
22
er σσ +表2 回帰係数と標準偏差（表中のσは で計算される。） 

 

  a b c σ σ σ r e

最大加速度 0.64 -0.0046 -0.14 0.198 0.267 0.332 

計測震度 1.54 -2.93 -1.34 0.347 0.477 0.589 
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図4 震源係数Siの比較 

 

 - 1 0 1 --



 

 

 

10 100
0.1

1

10

100

1000

最
大

加
速

度
（
c
m

/
s2 )

震源距離（km）

 観測値
 曲線1
 曲線2

10 100
0.1

1

10

100

1000

最
大

加
速

度
（c

m
/s

2 ）

震源距離（km）

 観測値
 曲線1
 曲線2

MJMA=6.1 MJMA=4.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1） 最大加速度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
M =6.1 =4.5 M JMA JMA

 

 
10 100

-1

0

1

2

3

4

5

6

7
計

測
震

度

震源距離(km)

 観測値  
 曲線1
 曲線2   

10 100
-1

0

1

2

3

4

5

6

7

計
測

震
度

震源距離（km）

 観測値
 曲線1
 曲線2

（2）計測震度 

図5 距離減衰式の比較 

 

は地点ごとに求めた地盤係数を考慮した値を用いた。まず、最大加速度の場合について見ると、MJMA＝4.5の
地震では曲線1、2ともに観測値と対応が良いが、MJMA＝6.1の地震では曲線2が観測値に比べて小さい。計測震

度の場合も同様の傾向が見られ、MJMA＝6.1の地震において曲線2は観測値に比べて小さい。MJMA＝6.1の地震

において曲線2が観測値との対応が良くなかった要因は式（5）から計算した震源係数Siと回帰分析の1段階目

で得られた震源係数Siの対応が悪いためである。MJMA＝6.1の地震は震源での応力降下量が内陸地震の一般的

な値に比べて、大きかったことが指摘されており30)、そのために1段階目で求めたSiと式（5）から計算したSiの

差異が大きくなった可能性がある。このような震源での応力降下量による影響を考慮するためには震源係数

Siとマグニチュードの関係式を求める際に各地震の震源における応力降下量をパラメータとして導入する必

要があると考えられる。 

 

4．2 地盤増幅度の評価 

各観測点の地盤増幅度は最大加速度では1.06～5.21、計測震度では0.27～1.85であった。なお、最大加速度 
の地盤増幅度FA

kは 、計測震度の地盤増幅度Fk
Ag10 I

kはgI
kで表される。対象とした観測点の地盤増幅度の分布 
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（1）最大加速度                           （2）計測震度 

図6 地盤増幅度の分布 

 

を図6に示す。ここでは主に石川県の観測点を対象に検討を行った。地盤増幅度分布を見ると、計測震度の地

盤増幅度（以降、震度増幅度）が大きい地点（1.5以上の地点）は平野部に集中しているのに対して、最大加

速度の地盤増幅度（以降、最大加速度増幅度）が大きい地点（3.5以上の地点）は図6に示す山中、鳥越のよう

に山地などの平野部以外の地域にも存在している。K-NET観測点である鳥越のボーリングデータによると、

地表から深さ3mまでにS波速度が100m/sの層が堆積している。鳥越においてはこの軟弱な層の影響によって、

最大加速度増幅度が大きくなったものと推測される。図7に示す地形区分との対応を見ると、扇状地に位置す

る観測点では地盤増幅度が小さい傾向にある。続いて、最大加速度増幅度と震度増幅度の相関関係を調べる。

その際に地盤の卓越周期の影響を見るために、両者の関係を地盤の卓越周期ごとに検証した。地盤の卓越周

期は常時微動の水平・鉛直スペクトル比（H/V）31)のピーク周期から評価したものであり32)、卓越周期の分布

図は図8に示すとおりである。微動H/Vから地盤の卓越周期を判読する際には既往の研究の方法33)を参考にし

た。明瞭なピークがある場合はそのピークの周期を地盤の卓越周期とし、明瞭なピークが見られずとも明瞭

な谷があり、その周期の2倍程度の周期でピークが見られるならば、そのピークの周期を卓越周期とした。微

動H/Vにおいて、これらの条件を満たさない観測点は図8おいて不明瞭と記してある。図9に示す最大加速度の

地盤係数と震度増幅度の関係から明らかなように両者には正の相関があり、また、最大加速度の地盤係数が

同一の場合、地盤の卓越周期Tgが長いほど震度増幅度が大きい傾向にある。能登地方での地盤の卓越周期が

0.8秒以上の地点では、地盤の卓越周期の影響によって、最大加速度増幅度が小さいわりに震度増幅度が大き

くなったと考えられる。以上のように最大加速度増幅度と地盤の卓越周期には震度増幅度との間に相関が見

られた。地盤増幅度と地盤の卓越周期の関係については次節で詳しく考察する。 
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34)図7 石川県の地形区分                   図8 地盤の卓越周期の分布  

 

 

 

 

                       

 

  

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

震
度

増
幅

度
F

I k

 

 

  ピーク不明瞭

  T
g
＝0.05～0.4s

  T
g
＝0.4～0.8s

 
 T

g
＝0.8s～

 

 

 
最大加速度の地盤係数gA

k

 
 

 

図9 卓越周期TgごとのgA
kとFI

kの関係 

 

 - 1 0 4 -



 

 

0.1 1
0.1

1

10

増
幅

度

周期（s）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10 鳥越（ISK012）のサイト増幅特性 

 

4．3 地震動の周期特性と地盤増幅度の関係 

 1で述べたように地震動の周期特性が構造物の被害に密接に関係していること17)から、震度増幅度の評価を

被害予測に活用するためには周期領域での地盤増幅特性と震度増幅度の関係を把握する必要がある。周期領

域での地盤増幅特性を表すサイト増幅特性を地震波形から求めることによって、地盤増幅度と相関が高いサ 
イト増幅特性の周期帯を調べることが可能であり、過去にサイト増幅特性において計測震度などの地盤増幅

度と相関が高い周期帯が調べられている35)。しかし、自治体の観測点のように地震波形が得られていない場合

は、そのような検証は不可能である。そこで本論文では自治体の観測点でも得られている最大加速度増幅度

と地盤の卓越周期をある周期帯のサイト増幅特性を間接的に表わす指標として用い、これらの指標と震度増 
幅度との関係を調べた。ここでは著者ら36)が先に石川県と福井県のK-NET、KiK-net観測点を対象に求めたサ

イト増幅特性を検討に用いた。観測点数はそれぞれ19、12地点である。サイト増幅特性の一例を図10に示す。

サイト増幅特性において最大加速度増幅度や地盤の卓越周期と相関が高い周期帯を調べるために任意の周期

帯のサイト増幅特性の平均値と最大加速度増幅度や地盤の卓越周期との決定係数R2を求めた（図11）。サイト

増幅特性の平均値を算出する際に周期0.1～1.0秒を対象とし、0.15秒刻みで計算する周期帯を変化させた。図

11から最大加速度増幅度は周期0.1～0.25秒というような短周期でのサイト増幅特性との相関が高く、地盤の

卓越周期は周期0.4～1.0秒というような中～長周期でのサイト増幅特性との相関が高いことが分かる。震度増

幅度が最大加速度増幅度と地盤の卓越周期の関数として表わされると仮定し、最大加速度増幅度や地盤の卓

越周期と震度増幅度との相関を調べることによって、サイト増幅特性において震度増幅度に影響を及ぼしや

すい周期帯を調べた。計測震度と最大加速度、地震動の卓越周期の関係式を求めた研究37)を参考に、最大加速

度の地盤係数gA
k、地盤の卓越周期Tgと震度増幅度FI

ｋの関係が式（6）のような関数で表されると仮定し、回

帰分析によって、それぞれの指標に関する係数を求めた。また、それぞれの指標の震度増幅度FI
ｋへの影響度

を調べるために標準化回帰係数と偏相関係数を算出した。標準化回帰係数は標本となるデータを標準化し、

説明変数間の単位の違いによる影響を取り除いたものであり、式（7）によって表される。式（6）、（7）のCi、

C’iはそれぞれ回帰係数、標準化回帰係数であり、S は各指標の分散（i=1の場合はgA
ii k、2の場合はTgの常用対

数に対応）、SyyはFI
ｋの分散を表す。 

           
 

yyiiii SSCC /' ×=

31021 log CTCgCF gk
A

k
I ++= （6）

（7）
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得られた回帰係数はC1=1.533、C2=0.342、C3=0.829であり、相関係数は0.83であった。二段階回帰分析より求

めた震度増幅度FI
ｋと式（6）によって得られた震度増幅度の関係は図12に示すとおりである。式（6）におい

て最大加速度の地盤係数gA
kのみをパラメータとした場合の相関係数は0.66であることから、地盤の卓越周期

Tgをパラメータに加えた場合、相関関係が改善されることが分かる。最大加速度の地盤係数gA
kと地盤の卓越

周期Tgの影響度を調べるために求めた標準化回帰係数はC’1=1.289、C’2=0.883、偏相関係数はgA
kとFI

ｋでは0.719、
TgとFI

ｋでは0.493であった。標準化回帰係数と偏相関係数から明らかなように最大加速度の地盤係数gA
kが地盤

の卓越周期Tgよりも震度増幅度との相関が高い。これより、最大加速度増幅度と相関が高い短周期でのサイ

ト増幅特性が中～長周期におけるサイト増幅特性に比べて震度増幅度に影響を及ぼしていることが分かった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）最大加速度増幅度                           （2）地盤の卓越周期 

図11 サイト増幅特性の平均値と最大加速度増幅度、地盤の卓越周期との決定係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図12 二段階回帰分析と式（6）から求めたFI
kの比較 
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5． 結語 

 
 石川県の震度情報ネットワークに接続している観測点、及び、K-NET、KiK-net観測点を対象にして、最大

加速度と計測震度の地盤増幅度を評価した。地盤増幅度分布を見ると、震度増幅度が大きい地点（1.5以上の

地点）は平野部に多く見られるのに対して、最大加速度増幅度が大きい地点（3.5以上の地点）は平野部以外

の地域にも存在している。また、地盤の卓越周期が長周期側に位置する観測点では最大加速度増幅度が小さ

いわりに震度増幅度が大きい傾向にあった。  
 続いて、震度増幅度に影響を及ぼしている地震動の周期特性を調べるために、最大加速度増幅度と地盤の

卓越周期をそれぞれ短周期と中～長周期での地盤増幅特性を表わす指標として用い、これらの指標と震度増

幅度との相関を調べた。最大加速度増幅度や地盤の卓越周期と震度増幅度との相関の程度をこれらの関係式

を回帰分析によって求めることで検証した。その結果、短周期の地盤増幅特性と相関が高い最大加速度増幅

度が地盤の卓越周期に比べて震度増幅度との相関が高いことが明らかになった。石川県の震度情報ネットワ

ークのように地震波形データが蓄積されていない場合でも、本論文のように最大加速度や計測震度の地震動

特性を評価することによって、地震データを地震防災対策などに有効活用できると考えられる。そのために

も今後とも自治体による継続した地震動データの収集、管理が望まれる。 
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ABSTARCT 

The site amplification factors for peak ground acceleration(PGA) and JMA seismic intensity(IJMA) at each observation 
point was evaluated from earthquake motion records of seismograph network in Ishikawa Prefecture, K-NET and 
KiK-net. Compared with the site amplification for PGA and IJMA, these show positive correlation. And, the site 
amplification for IJMA(FI ) shows large value in sites where the site amplification factor for PGA (FA) is small but 
predominant period of ground(Tg) is long. Next, assuming that FI is expressed as function in terms of FA and Tg, the 
influence of FA and Tg on FI is examined by regression analysis. As a result of analysis, it shows that FA highly correlates 
with FI more than Tg. 
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